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第１回学力向上コンソーシアムの概要

○埼玉県学力・学習状況調査の共同実施等の検討
○調査結果を活用した学力向上策の意見交換
○調査結果の共同分析 など

〇能力（認知・非認知能力）の経年変化の把握
〇教育施策・指導との因果関係が把握可能
【特 徴】
・ＩＲＴ（項目反応理論）を活用（ＰＩＳＡ調査でも採用される統計手法）
・パネルデータ（同一の子供たちを継続調査）

埼玉県学力・学習状況調査

広島県福山市、
福島県郡山市、西会津町
島根県雲南市
福島県、広島県

埼玉県

ＯＥＣＤ
も注目

理化学研究所、日本財団
野村総研、など
（民間企業や研究所と連携）

平成29年12月21日開催（参加者：自治体6団体／民間3社）

【第1回コンソーシアム】

＜参加者からの意見概要＞
自治体から
・調査結果は学校現場の
授業改善に非常に有益

・同様の調査の実施を検討し
たい

民間企業等から
・ＡＩなどを活用した今後の
学校の在り方を検討する上
でも貴重

・企業の人材育成にも活用の
可能性

埼玉県教育委員会義務教育指導課 平成30年2月15日



埼玉県学力・学習状況調査

～子供たち１人１人の学力の変化と
非認知能力などの把握～
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※第１回コンソーシアムで埼玉県が説明した資料と同様です。



＜県学力・学習状況調査（平成２７年度～）＞

○調査結果の分析・研究

＜県学力・学習状況調査結果の分析・研究委託＞

調査目的
児童生徒の学力や学習に関する事項等を把握することで、教育施策や指導の工夫改善を図り、
児童生徒一人一人の学力を確実に伸ばす

調査実施日
平成２７年度：４月１６日
平成２８年度：４月１４日
平成２９年度：４月１３日

調査対象

県内公立小・中学校（さいたま市を除く）の小学校第４学年から中学校第３学年
平成２７年度：小学校 708校 150,310名

中学校 360校 148,013名
平成２８年度：小学校 708校 149,227名

中学校 356校 146,323名
平成２９年度：小学校 708校 149,230名

中学校 356校 14,3687名

調査概要

（１）児童生徒に対する調査
ア 教科に関する調査

小学校第４学年から第６学年まで 国語、算数
中学校第１学年 国語、数学
中学校第２学年及び第３学年 国語、数学、英語

イ 質問紙調査
学習への取組方や学習意欲等に関する事項

（２）学校及び市町村教育委員会に対する調査

学校における教科指導の方法や市町村における独自の研修の実施状況等に関する事項

特徴
学力の経年変化などを継続して把握することのできる自治体初の調査
・ＩＲＴ（項目反応理論）という調査手法を採用→ＰＩＳＡ（国際学力到達度調査）と同様の調査手法
・パネルデータ（小４から中３までの同一児童生徒や学校の変化を継続して把握できるデータ）

毎年約３０万人が受検

埼玉県学力・学習状況調査の概要
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調査の特徴（ＩＲＴとパネルデータ）
学力の決定要因を分析するためには・・・

①インプットとして、同一児童生徒や学校（集団）の
学習環境や指導方法などの変化の継続的な把握

②アウトプットとして、学力の変化の継続的な把握 が必要

インプット

児童生徒の学習環境や
学校の指導方法 など 児童生徒

アウトプット

学 力

①
変

化
②
変

化

インプット

児童生徒の学習環境や
学校の指導方法 など 児童生徒

アウトプット

学 力

平成27年度

平成28年度

同 一

①、②を共に把握することで、分析が可能
どちらかが欠けると統計的な分析は困難

＜埼玉県学力・学習状況調査＞

平成27年度

彩の国小学校

小４

平成28年度

彩の国小学校

小５
彩の国小学校

小６

平成29年度

同一児童生徒や学校の変化を継続的に把握できる調査

（パネルデータ）

【特徴①】

【特徴②】

平成27年度

彩の国小学校

小６

平成28年度

彩の国小学校

小６
彩の国小学校

小６

平成29年度

ある特定の学年を対象に把握する調査
（クロスセクションデータ）

同一の児童 同一の児童 異なる児童 異なる児童

＜日本で多く行われる調査＞

問題の難易度を踏まえ、得点を調整することで、

異なる調査での比較ができるため、学力の経年変化の把握が

可能（ＩＲＴ：項目反応理論）

平成２７年度
小４調査問題

Ａ

平成２８年度
小５調査問題

Ｂ
Ａ、Ｂに同一問題を入れることなどにより、
Ａ、Ｂ各問題の難易度を設定

問題の難易度等を調整していないため、
学力の経年変化の把握ができない。
（問題が易しいから得点が良いのか、学力が上がったから得点が良いのかを判断できない。）

平成２７年度
小６調査問題

Ｃ

平成２８年度
小６調査問題

Ｄ
Ｃ、Ｄの問題が独立して作成されており、
難易度の調整が行われていない。

学力の決定要因を分析することが可能
3



参考：埼玉県学力・学習状況調査とその他の調査の状況

従来の調査 埼玉県学力・学習状況調査 PISA／TIMSS

学力測定手法
CTT

（古典的テスト理論）
IRT

（項目反応理論） IRT

調査対象の選定 悉皆 悉皆 抽出

対象学年
小５や中２だけ実施す
るなど特定の学年のみ
で実施

小学校４年～中学校３年 PISA: １５歳
TIMSS：小４、中２

対象者人数 ― 約３０万人 PISA：６，６００人
TIMSS：９，１００人

データの性質 クロスセクション パネル クロスセクション

結果の公開状況 非公開 研究者に公開 公開
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調査の特徴（非認知能力の把握）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３

中３ 勤勉性 ○ ○ ○ ○ ○

中２ 自己効力感 ○ ○ ○ ○ ○

中１ 自制心 ○ ○ ○ ○ ○

小６ 勤勉性 ○ ○ ○ ○ ○

小５ 自己効力感 ○ ○ ○ ○ ○

小４ 自制心 やり抜く力 新規項目 新規項目 新規項目 新規項目

○ 児童生徒質問紙を用いて、非認知能力を以下の表のとおり把握
○ 児童生徒は非認知能力についての同一の質問に６年間継続して回答
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参考：認知能力と非認知能力

人間の能力

認知能力

非認知能力

認知能力ではない能力全般

自制心 イライラしない、心の平静を保てる

自己効力 自分への自信、自己肯定力など

勤勉性 やるべきことをきちんとやる など

やり抜く力 粘り強い、根気がある など

（具体的な例）

いわゆる学力であり、

たし算、漢字の読み書き、
文章題、図形の把握など
ができる力
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参考：非認知能力に関する質問項目

＜自制心＞
○授業で必要なものを忘れた

○他の子たちが話をしているときに，その子たちのじゃまをした
○何か乱暴なことを言った
○つくえ・ロッカー・部屋が散らかっていたので，必要なものを見つけることができなかった
○家や学校で頭にきて人や物にあたった
○先生が，自分に対して言っていたことを思い出すことができなかった
○きちんと話を聞かないといけないときにぼんやりしていた
○イライラしているときに，先生や家の人（兄弟姉妹は入りません）に口答えをした

出典：Tsukayama,E.,Duckworth,A.L.,&Kim,B.(2013).Domain-specificimpulsivityinschool-agechildren.DevelopmentalScience,16,879–893.

＜自己効力＞
○授業ではよい評価をもらえるだろうと信じている
○教科書の中で一番むずかしい問題も理解できると思う
○授業で教えてもらった基本的なことは理解できたと思う
○先生が出した一番むずかしい問題も理解できると思う
○学校の宿題や試験でよい成績をとることができると思う
○学校でよい成績をとることができるだろうと思う
○授業で教えてもらったことは使いこなせると思う
○授業のむずかしさ，先生のこと，自分の実力のことなどを考えれば，
自分はこの授業でよくやっているほうだと思う

出典：P.Pintrich,etal.(1991)AManualfortheUseoftheMotivatedStrategiesforLearningQuestionnaire(MSLQ). 7



参考：非認知能力に関する質問項目

＜勤勉性＞
○うっかり間違えたりミスしたりしないように，やるべきことをやります

○ものごとは楽しみながら頑張ってやります
○自分がやるべきことにはきちんと関わります
○授業中は自分がやっていることに集中します
○宿題が終わったとき，ちゃんとできたかどうか何度も確認をします
○ルールや順番は守ります
○誰かと約束をしたら，それを守ります
○自分の部屋や机のまわりはちらかっています
○何かをはじめたら，絶対終わらせなければいけません
○学校で使うものはきちんと整理しておくほうです
○宿題を終わらせてから，遊びます
○気が散ってしまうことはあまりありません
○やらないといけないことはきちんとやります

＜やり抜く力＞
○大きなかだいをやり遂げるために，失敗をのりこえてきました
○新しい考えや計画を思いつくと，前のことからは気がそれてしまうことがあります
○興味をもっていることや関心のあることは，毎年変わります
○失敗しても，やる気がなくなってしまうことはありません
○少しの間，ある考えや計画のことで頭がいっぱいになっても，しばらくすると飽きてしまいます
○なにごとにもよく頑張るほうです
○いったん目標を決めてから，そのあとべつの目標に変えることがよくあります
○終わるまでに何か月もかかるようなことに集中しつづけることができません
○はじめたことはなんでも最後まで終わらせます
○何年もかかるような目標をやり遂げてきました
○数か月ごとに，新しいことに興味をもちます
○真面目にコツコツとやるタイプです

出典：
Barbaranelli, C., Caprara, G. V., Rabasca, A., & Pastorelli, C. (2003). A questionnaire for 
measuring the Big Five in late childhood. Personality and Individual Differences, 34(4), 645-664.

出典：
Duckworth, A. L., Peterson, C., Matthews, M. D., & Kelly, D. R. (2007). Grit: Perseverance and 
passion for long-term goals. Journal of Personality and Social Psychology, 92(6), 1087-1101.
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調査の特徴（学習方略の把握）

柔軟的方略

勉強のやり方が，自分に合っているかどうかを考えながら勉強する
勉強でわからないところがあったら，勉強のやり方をいろいろ変えてみる
勉強しているときに，やった内容を覚えているかどうかを確かめる
勉強する前に，これから何を勉強しなければならないかについて考える

プランニング方略

勉強するときは，最初に計画を立ててからはじめる
勉強をしているときに，やっていることが正しくできているかどうかを確かめる
勉強するときは，自分できめた計画に沿って行う
勉強しているとき，たまに止まって，一度やったところを見直す

作業方略

勉強するときは，参考書や事典などがすぐ使えるように準備しておく
勉強する前に，勉強に必要な本などを用意してから勉強するようにしている
勉強していて大切だと思ったところは，言われなくてもノートにまとめる
勉強で大切なところは，くり返して書くなどして覚える

人的リソース方略

勉強でわからないところがあったら，友達にその答えをきく
勉強のできる友達と，同じやり方で勉強する
勉強でわからないところがあったら，友達に勉強のやり方をきく
勉強するときは，最後に友達と答えあわせをするようにする

認知的方略

勉強するときは，内容を頭に思い浮かべながら考える
勉強をするときは，内容を自分の知っている言葉で理解するようにする
勉強していて分からないところがあったら，先生にきく
新しいことを勉強するとき，今までに勉強したことと関係があるかどうかを考えながら勉強する

努力調整方略

学校の勉強をしているとき，とても面倒でつまらないと思うことがよくあるので，やろうとしていたことを終
える前にやめてしまう
今やっていることが気に入らなかったとしても，学校の勉強でよい成績をとるために一生懸命頑張る
授業の内容が難しいときは，やらずに諦めるか簡単なところだけ勉強する
問題が退屈でつまらないときでも，それが終わるまでなんとかやり続けられるように努力する

出典：心理測定尺度集IV: 子どもの発達を支える〈対人関係・適応〉, (2007). , 心理測定尺度集/ 堀洋道監修. サイエンス社.

○ 児童生徒質問紙では、学習方略（学習方法や態度）についても把握
○ 学習方略は、以下のすべての質問に全ての学年の児童生徒が継続して回答
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埼玉県学力・学習状況調査結果の分析

①問題解決型の学びと学習方略の３つのカテゴリーは正の相関関係
②学習方略の３カテゴリーと学力は正の相関関係
③主体的・対話的で深い学びと非認知能力は強い正の相関関係
④非認知能力（特に自己効力感）と学力は正の相関関係

主体的・対話的で深い学び（特に問題解決型の学び）は、
子供達の学習方略の改善や非認知能力の向上を通じて、学力を向上させる可能性

学力
（認知能力）

③

①

非認知能力
（特に自己効力感）

主体的・対話的で深い学び
（特に問題解決的学び）

学習方略
（プランニング、努力調整）

②

④

※埼玉県が平成２７年度調査及び平成２８年度調査結果の分析を委託した慶応大学ＳＦＣ研究所による分析結果

10



参考：主体的・対話的で深い学びに関する質問項目

国語

・友達の考えを聞いて、文章の内容や表現の仕方がよくわかった
・自分の考えを理由をつけて発表したり、書いたりできること
・ノートやワークシート、プリントに書いた授業のまとめを先生に見てもらうこと
・ドリルなどをすること
・グループで活動するときに、一人の考えだけでなくみんなで考えを出し合って課題を解決すること
・授業で課題を解決するときに、みんなで色々な考えを発表すること
・授業のはじめに、先生から、どうやったら課題を解決できるか考えるように言われること
・授業のはじめには気が付かなかった疑問が、授業の終わりに、頭に浮かんできたこと

算数・数学

・課題を解決するときに、それまでに習ったことを思い出して解決できたこと
・自分の考えを理由をつけて発表したり、書いたりできること
・ノートやワークシート、プリントに書いた授業のまとめを先生に見てもらうこと
・ドリルなどをすること
・グループで活動するときに、一人の考えだけでなくみんなで考えを出し合って課題を解決すること
・授業で課題を解決するときに、みんなで色々な考えを発表すること
・授業のはじめに、先生から、どうやったら課題を解決できるか考えるように言われること
・授業のはじめには気が付かなかった疑問が、授業の終わりに、頭に浮かんできたこと

英語

・授業で、友達と英語を使って活動することで、新しい英語の表現を使えるようになりましたか
・授業で、自分や友達の考えや気持ちなどについて、英語で聞く、話す、読む、書くなどの活動を行って
いましたか
・授業で、英語を使って活動することで、自分を英語を使ってみたいと思うようになりましたか

11



埼玉県学力・学習状況調査結果の分析

①問題解決型の学びと学習方略の３つのカテゴリーは正の相関関係
・プランニング方略、作業方略、努力調整方略

・主体的・対話的で深い学びと学力に相関（特に算数・数学）

②学習方略の３カテゴリーと学力は正の相関関係
③主体的・対話的で深い学びと非認知能力は強い正の相関関係
④非認知能力（特に自己効力感）と学力は正の相関関係

学力
（認知能力）

③

①

非認知能力
（特に自己効力感）

主体的・対話的で深い学び
（特に問題解決的学び）

学習方略
（プランニング、努力調整） ②

④

【統計的な分析成果】

①問題解決型の学びと学習方略の３つのカテゴリーは正の相関関係

②学習方略の３カテゴリーと学力は正の相関関係

ルール 問題解決 主体的 言語活動 調べ学習 教材研究 ＩＣＴ活用 基礎的

学習方略全体 － △ － － － － － －

柔軟的方略 － － － △ － － － －

プランニング方略 － △ － － － － － －

作業方略 － △ － ▼ － － － －

人的リソース方略 － － － － － － － －

認知方略 － － － － － － － －

努力方略 － △ － － － － － －

※△は統計的に正に有意、▼は負に有意、－は有意では無い関係を示す。

県学力・学習状況調査の児童生徒質問紙と戸田市で実施した教員調査の結果から、プランニング方略、作業方略、努力調整方略で正の相関

＜学習方略と指導の関係＞

算数・数学 国語

柔軟的方略 -0.0001 -0.005＊＊＊

プランニング方略 0.002＊＊＊ 0.001＊

作業方略 -0.002＊＊ -0.003＊＊＊

人的リソース方略 -0.026＊＊* -0.025＊＊*

認知方略 0.023＊＊* 0.023＊＊*

努力方略 0.049＊＊* 0.036＊＊*

学習方略と各教科の学力の変化の状況について相関関係を調べたところ、

学習方略のうち、プランニング方略、認知的方略、努力調整方略は教科によらず、

学力と統計的に正に有意な関係がある。

このことより、学力の向上には、学力と正の相関があるプランニング方略、認知的

方略、努力調整方略などを身に付けさせること、つまり児童生徒に計画的に学習

に取り組ませること、理解や精緻化を図ること、「苦手」などの感情をコントロールさ

せることが重要である。

＜学習方略と学力の関係＞

※＊が多い方が強い相関関係を表す。

12



平成28年度 学力・学習状況調査データ分析結果（詳細）

①問題解決型の学びと学習方略の３つのカテゴリーは正の相関関係
・プランニング方略、作業方略、努力調整方略

・主体的・対話的で深い学びと学力に相関（特に算数・数学）

②学習方略の３カテゴリーと学力は正の相関関係
③主体的・対話的で深い学びと非認知能力は強い正の相関関係
④非認知能力（特に自己効力感）と学力は正の相関関係

学力
（認知能力）

③

①

非認知能力
（特に自己効力感）

主体的・対話的で深い学び
（特に問題解決的学び）

学習方略
（プランニング、努力調整） ②

④

【統計的な分析成果】

③主体的・対話的で深い学びと非認知能力は強い正の相関関係

④非認知能力（特に自己効力感）と学力は正の相関関係

＜主体的・対話的で深い学びと非認知能力の関係＞

非認知能力（自制心、自己効力感、勤勉性）と学力と
の間には正の相関がある。このことは、非認知能力の
獲得が認知能力を向上させる可能性を示唆しており、
海外での研究成果とも⼀致している。

＜非認知能力と学力の関係＞

ＡＬ（算数・数学） ＡＬ（国語）

自制心 0.2452＊＊＊

自己効力 0.4197＊＊＊ 0.2352＊＊＊

勤勉性 0.1418＊＊＊ 0.3295＊＊＊

アクティブラーニングなどの教員の指導が、学力と非認知能力に与える影響を
比較してみると、学力よりも非認知能力に対して大きな影響を与えていることが
わかる。これらを踏まえると、教員の指導法の変更や質の向上は、学力に影響
を与えるというよりは、生徒の学び方を変容させるとか、学力を改善するような
非認知能力に影響している可能性がある。

勤勉性

自己効力

自制心

学力
（算数・数学）

学力
（国語）

ＡＬ（算数・数学）、 ＡＬ（国語）、 教師との関係、 学習方略

ＡＬと非認知能力は強い相関

算数・数学 国語

自制心 0.0054＊＊＊ 0.0044＊＊＊

自己効力 0.0412＊＊＊ 0.0266＊＊＊

勤勉性 0.0063＊＊＊ 0.0061＊＊＊

※＊が多い方が強い相関関係を表す。

※＊が多い方が強い相関関係を表す。
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平成２９年度
の在籍情報

調査結果の活用 (1)学校における活用

〇 平成２９年度の４月に実施した調査の結果は、平成２８年度の学級での成果
〇 学校では、調査結果を並び替え、以下のことを実施

①前年度の学級ベースで、学力の平均や学力を伸ばした児童生徒の割合を把握
②学力を良く伸ばした学級の指導法などを学校で共有し指導改善

６－１

６－２ ６－３

平成２８年度の５－３

〇学力の平均
［(-1)+(-2)+2+(-1)+3＋…］/N
(N=5‐3の児童生徒数)

〇学力の平均
［(-1)+(-2)+2+(-1)+3＋…］/N
(N=5‐3の児童生徒数)

〇学力が伸びた児童生徒の割合
n/N(n=5-3で学力が伸びた児童生徒数)

〇学力が伸びた児童生徒の割合
n/N(n=5-3で学力が伸びた児童生徒数)

平成２８年度
の在籍情報

平成２９年度
在籍ベースの結果

平成２８年度
在籍ベースの結果

５－１ ５－２

５－３

前年度の学級を受け持った教員の指導の結果、
子供たちの学力がどのように変化したのかを把握

子供たちの学力を伸ばした良い指導法などを学校で
共有し、指導改善に生かす

①

②

14



＜学力保障スクラム事業＞ ＜学習支援カルテの作成＞

〇一人一人のカルテを踏まえた授業改善、教員間の情報共有

２０１７ カルテ

埼玉県
学力・学習状況調査

２０１７ ２０１８ ２０１９

２０１８

２０１９

調査結果を反映したカルテの作成

県学力・学習状況調査の結果

Ｈ２８

Ａ

Ｂ

〇調査結果から、
家庭の経済状況など社会経済的背景が理由で学力の低い子
供を抽出し、このような子供が多い学校の学力向上策を支援
〇実施した学力向上策の成果も調査で把握し、次年度への改
善につなげる。

調査結果の活用 (２)県教育委員会の事業実施に活用

県学力・学習状況調査から、家庭の経済状況などから
学力に課題が見られる児童が多い学校を重点支援

県学力・学習状況調査結果を踏まえた教員の指導方法などを一元化し
て引き継ぐことのできるカルテの作成

〇指導の成果と反省の引継ぎ

〇データに基づく学校のＰＤＣＡサイクルの構築
〇これまでの学校全体の授業改善の支援＋子供たち１人１人に適した指導改善への支援を実施 15



ＯＥＣＤとの連携

〇 「埼玉県学力・学習状況調査」に注目し、ＯＥＣＤの教育部門の責任者であるアンドレアス・シュライヒャーＯＥＣＤ教
育・スキル局長が埼玉県に来訪（７月３日）

〇 「埼玉県の取組は日本の他の県だけでなく、世界各国の参考になる。ＯＥＣＤとしても、埼玉県と情報を共有してい
きたい。」と高く評価

○ １１月２０日、２１日に開催された「Meeting of the Study on Social and Emotional Skills（社会情動的スキル会合）」で
県学力・学習状況調査の成果を発表

学力
（認知能力）

③

①

非認知能力
（特に自己効力感）

主体的・対話的で深い学び
（特に問題解決的学び）

学習方略
（プランニング、努力調整） ②

④

「Meeting of the Study on Social and Emotional Skills（社会情動的スキル会合）」

ＯＥＣＤからの依頼を受け
成果発表を実施

アンドレアス・シュライヒャーＯＥＣＤ教育・スキル局長来訪

ＯＥＣＤ
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ＯＥＣＤとも連携した質問紙の改善（案）

Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３ Ｈ３４

中３ 自己効力感 ○ ○ ○ ○ ○

中２ 自制心 ○ ○ ○ ○ ○

中１ 勤勉性 ○ ○ ○ ○ ○

小６ 自己効力感 ○ ○ ○ ○ ○

小５ 自制心 ○ ○ ○ ○ ○

小４ やり抜く力 新規項目 新規項目 新規項目 新規項目 新規項目

○ ＯＥＣＤの知見も生かしながら、毎年度新たな非認知能力を把握

17



埼玉県学力学習状況調査
を活用した羽生市の取組

羽生市教育委員会

教育長 秋本 文子

①
平成29年度

第１回全国プレゼンテーションコンクールin羽生

資料 ２３



埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組 羽生市教育委員会

＜羽生市教育委員会の目指す姿＞

実践

検証改善

仮説

埼玉県学力・学習状況調査を徹底活用した
ＰＤＣＡサイクルの確立

埼玉県学力・学習状況調査

○羽生市教育委員会グランドデザイン・学力向上重点７の策定
○羽生市学力向上推進委員会【９月】（分析法の周知・共有）
○学力向上学校訪問【９月】
○「チーム埼玉」学力向上パワーアップ事業における研究・共有
○羽生市学力アップテスト【１２月】（成果の確認と復習の強化）
○羽生市学力向上推進委員会【２月】（よい取組の分析結果共有）
○次年度に向けた改善計画の立案

＜羽生市教育委員会の取組＞

学力向上を目指した「学びを引き出す」授業改善
～効果的な実践の共有を通して～

②



埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組 羽生市教育委員会

＜埼玉県学力・学習状況調査結果を活用した指導改善＞

手順１
•各学級・教員の１年間の成果を把握

手順２
•全ての学校・教員へ成果を返却

手順３
•良い取組を分析、共有、実践

埼玉県学力・学習状況調査
③



埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組 羽生市教育委員会

手順１ •各学級・教員の１年間の成果・子どもたちの状態を把握

平成２９年度
の在籍情報

平成２８年度
の在籍情報

平成２９年度
在籍ベースの結果

手順１【Check】
今年のクラスで【ソート】
・昨年の担当の成果を
市教委として分析

昨年のクラスで【ソート】
昨年度の学級における

○学力の変化
○伸びた児童生徒の割合
○ＡＬを受けたと感じた児童の割合
○非認知能力の変化

などが把握できる。①教員ベースの分析

②児童生徒ベースの分析

④



平成28年度
クラス

担任 学力の伸び※１ 伸び率 ＡＬ
※２

非認知
(自己効力感)
※２国語 算数 国語 算数

旧５－１ Ａ教諭 1.92 3.76 78.4% 97.3% 2.0（+0.1） 2.5（+0.1）
旧５－２ Ｂ教諭 3.40 1.86 92.2% 74.6% 2.1（+0.2） 2.6（+0.3）

手順１ •各学級・教員の１年間の成果・子どもたちの状態を把握

埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組 羽生市教育委員会

①教員ベースの分析（小学校）

①教員ベースの分析（中学校）

平成28年度
クラス

教科
担当

学力の伸び※１ 伸び率 ＡＬ
※２

非認知
(自己効力感)
※２数学 数学

旧２－１ Ｃ教諭 2.65 93.1% 2.0（+0.2） 2.3（+0.2）
旧２－２ Ｄ教諭 1.56 73.5% 1.7（-0.4） 1.8（-0.3）
旧２－３ Ｃ教諭 2.43 91.7% 2.1（+0.3） 2.2（+0.1）

Ａ教諭：算数 Ｂ教諭：国語の指導で成果
⇒お互いの得意分野での（よい）指導方法を共有

ベテランＣ教諭は担当クラスの学力や非認知能
力を伸ばしている
⇒若手Ｄ教諭へ指導法を継承

⑤



埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組

柔軟的方略・プランニング方略・作業方略
に課題があることが分かった。この結果から
課題について何をどう計画し、作業しなが
ら解決していくかという見通しがもててい
ない児童がいる。

手順１ •各学級・教員の１年間の成果・子どもたちの状態を把握

羽生市教育委員会

②児童生徒ベースの分析（クラス全体）

柔軟的方略はかなり個人差が大きく、自分
自身で考え、状況に合わせて柔軟に学習方
法を考えていくことが得意な児童と苦手な
児童が両極端いる。

0.0
1.0
2.0
3.0
4.0
5.0

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37

グラフ①○－○個人の柔軟的方略 差が大きい

⑥



②児童生徒ベースの分析（個々の児童・生徒）

児童 学力
柔軟的
方略

プランニ
ング方略

作業方
略

人的リソー
ス方略

努力調
整方略

Ａ ４-C 1.8 1.0 1.8 4.5 1.8
Ｂ ４-B 3.0 2.3 1.0 3.8 2.0
Ｃ ４-C 2.0 2.3 2.5 3.5 1.0

手順１ •各学級・教員の１年間の成果・子どもたちの状態を把握

埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組 羽生市教育委員会

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

Ａ Ｂ Ｃ

学力に課題のある数名をピックアップし分析
⇒・同じ程度の学力でも一人一人課題のある学
習方略や非認知能力は違う
・学力が低い子供は人的リソース方略（他人へ
の依存）が高い

上記を踏まえた指導改善の状況を
コバトンのびのびシートを使って
記録・保存・引き継ぎ

⑦



埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組 羽生市教育委員会

手順２ •全ての学校・教員へ成果を返却

○各クラスの伸びの状況や学習方略の数値について、前向きに捉えている。
○伸びの状況については、数値で明確に示され、わかりやすい。
△学習方略等は、その用語や相関関係と自分の指導の関係をすぐにイメージ
できない。
△用語を日々の指導に活かしていくことについて、更なる研修が必要である。

手順２ 【Action】
学力向上訪問(部課長)
において各校へ返却

平成28年度
クラス

担任 学力の伸び※１ 伸び率 ＡＬ
※２

非認知
(自己効力感)
※２国語 算数 国語 算数

旧５－１ Ａ教諭 1.92 3.76 78.4% 97.3% 2.0（+0.1） 2.5（+0.1）
旧５－２ Ｂ教諭 3.40 1.86 92.2% 74.6% 2.1（+0.2） 2.6（+0.3）

⑧



埼玉県学力・学習状況調査を活用した取組 羽生市教育委員会

手順３ •よい取組を分析・共有・実践

手順３各校にてよい取組を
分析【Action】

平成28年度
クラス

担任 学力の伸び※１ 伸び率 ＡＬ
※２

非認知
(自己効力感)
※２国語 算数 国語 算数

旧５－１ Ａ教諭 1.92 3.76 78.4% 97.3% 2.0（+0.1） 2.5（+0.1）
旧５－２ Ｂ教諭 3.40 1.86 92.2% 74.6% 2.1（+0.2） 2.6（+0.3）

よい取組の共有化 ⑨



①教員ベースの分析を用いた、よい指導の共有
・伸ばしているクラスの担任に、管理職面接を行い「どのような指
導を行ってきたか」について質問し、説明してもらった。
・得意・不得意の教科の指導法を互いに補い合う連携協力を指示した。
・説明してもらった取組について全校研修で共有し、他学年に広げていった。

②児童・生徒へのよい働きかけ・方法の共有
・研究授業においてクラスの実態を具体的な数値を基に分析する。
・今までは教師の主観のみで述べられていた児童の実態が、具体的な分
析で裏付けられる。
・具体的な児童の実態に基づく研究協議を行う。授業の方策（手立て）が
妥当であったか検証する。

・教科をこえた手法（指導法）を洗い出す。

具体的なよい取組を洗い出す。

よい取組の共有化

⑩



＜授業改善＞
・算数で、めあてやまとめを意識して授業を展開する。
・見通しを持たせる。各授業や単元でパターン化できるものはしていく。
・児童のレベルの少し上のレベルの問題を用意する。
・習熟度別学習を行い、低位層の人数を少なくする（自己選択）。
・わくわくするような導入・課題の提示

＜個に応じた指導方法の工夫改善＞
・授業のまとめを自分の言葉で言えるようにする。
・厳しい指導と称賛のメリハリをはっきりつける。
・ノート指導の徹底。ノートに「まとめる→考える→修正する」体験を重視する。
・音読の推進や教科をこえて手法を共有化する。
・日ごろからの学級指導の徹底。人の話を最後まで聞く習慣をつける。
・ピグマリオン効果を意識できるようにしている。

各クラスで実践(授業改善) ⑪



埼玉県学力・学習状況調査

学習方略・非認知能力に裏付けられた学級の分析

従来の児童観（Before）
本学級の児童は、
〇学習に対する意欲が高く、課題に
対して粘り強く取り組む児童が多い

〇理解度については、問題について
筋道を立てて考えたり、理由を説明
したりすることが苦手な児童が多い

〇既習事項を活用して自分の考えを
持てる児童と持てない児童との個人
差が大きい。

加えた分析（After）
〇学習に対する意欲が高く、課題に対して
粘り強く取り組む児童が多い印象であった
が、粘り強く取り組むことが苦手な児童生
徒も意外と多い（努力調整方略から）
〇問題について筋道を立てて考えたり、理
由を説明したりすることが苦手な児童が多
いが、理由を説明するのが苦手な子は課題
解決のために何をどのように計画するかを
考える力に課題があるようだ。
〇既習事項を活用して自分の考えを持つの
が苦手な子供は、自分自身で考え、状況に
合わせて柔軟に学習方法を考えていくこと
が苦手なようだ。

分析⇒【具体的な改善策】⇒学びを引き出す

担任の主観や経験を基に記述 データを踏まえて

⑫



手順２ 【Action】
学力向上訪問(部課長)
において各校へ返却

手順３各校にてよい取組
を分析・共有【Action】

市内で共有
各校授業改善
へ【Plan】

埼玉県学力・学習状況調査

学習方略・非認知能力
学力の伸びのデータ

昨年のクラスで【ソート】

手順１【Check】
昨年の担当の成果を
市教委として分析

埼玉県学力・学習状況調査を活用したＰＤＣＡサイクル

各クラスにて
実践【Do】

⑬



埼玉県学力・学習状況調査を活用した成果

子どもや授
業の見方
（平面的）

取組後の
子どもや授業の見方

（多面的・
多角的）

埼玉県学力・学習状況調査

分析を通した教師
・子どもの変化

わかった！できた！

工夫して授業しているのに
なんでできないの？

自信↑
【教師】
・多面的・多角的に
子どもや授業を見る視点
・根拠に基づく効果的な
指導改善
⇒自信 UP！

【児童・生徒】
・わかった・できたを体験
・自分の状況を踏まえた
指導
⇒自信 UP！

⑭



教育⻑所信（2015.3）、教育展望に係る答弁等

今後の社会は、第４次産業革命（Industrie4.0）や超スマート社会（Society5.0）
の実現など、AI、IoT、ロボット等の技術革新が一層進展する。それにより、多く
の仕事が自動化される、新たな職や産業が生まれる、業務時間が短くなる、など、
百家争鳴な未来社会像があるが、共通しているのは、未来社会は予測不可能性が加
速度的に⾼まり、少なくとも現在の延⻑線上にはないということ。

ライフスタイルの変化や、家庭環境の変化、人口減少や人口構造の変化等は、今
後も、家庭や地域、学校に対して確実に影響を与え続ける。そんな中、教員の献身
的とも⾔える⻑時間労働に⽀えられている学校教育は既に限界に来ている。
世界的にも評価されている全人的な教育を提供している「日本型学校教育」を今
後も維持することが果たしてできるのか、真剣に考える時期に来ている。

1



⼦供たちには、社会の要求する⼒だけでなく、新しい社会経済システムを創り出
す⼒が求められており、未来社会は、教育が社会をリードすべき時代になる。少子
化の克服、格差の改善、経済成⻑や雇⽤の確保、などを解決し、⼀⼈⼀⼈の豊かな
⼈⽣と、成⻑し続け、安⼼できる社会を実現できるのが教育。また、教育を充実し
質を高めることは、地方創生とまちづくりの有効な手段にもなる。教育による人づ
くりこそが、サスティナブルシティを創る。

財政が厳しくなる中、教育事業も単なる思いや経験だけでなく、エビデンスベー
スや、ときにはコストパフォーマンスを念頭に⾒直しを図っていく必要がある。自
治体間の教育の質の競争が加速している時代。学⼒をはじめとした⼾⽥市の教育の
質を、県内はもちろん国内トップクラスにしたい。

教育⻑所信（2015.3）、教育展望に係る答弁等
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⼦供たちには、⼈⼯知能では代替できない能⼒の育成と⼈⼯知能を活⽤できる能
⼒、つまり、21世紀、汎用的、非認知スキルを育成していく。また、知識や技能の
習得を重視した教育から、ICTツールを文具として日常的に使いこなすとともに、
人間ならではの感性や創造性を伸ばし、AIでの代替は難しい⼒の育成へのパラダイ
ムシフトが急務である。

これらのスキルの育成に向けては、産官学と連携した知のリソースやシェアリン
グエコノミーの活用が重要である。それも、ファーストペンギンを目指すことで、
安価で効率的に、最先端の質の⾼い教育が提供されると確信している。

教育⻑所信（2015.3）、教育展望に係る答弁等
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⼾⽥市の学⼒の樹

とだっ子 やり抜く⼒で 未来に夢を

葉︓２１世紀型スキル・汎⽤的スキル

根︓⾮認知スキル（grit）

幹︓基礎学⼒

4



⼾⽥市教育委員会⼾⽥市教育委員会
とだっ子 やり抜く⼒で 未来に夢を

新しい学びの創造とエビデンスの構築

ICTの積極的な活⽤とプログラミング教育の試⾏

ReadingSkillsの研究

新たな教育⾏政の取組

産官学⺠連携推進プラン2017

学校教育の一層の充実

豊かな感性と情操の育成

体⼒の向上

特別支援教育の充実

生徒指導の充実

⽂部科学省「総合的な教師⼒向上のための調査研究事業」(⺠間の活⽤)

迅速 先⾒ 創造

放課後や家庭学習の充実

子供の貧困化の対応

⽂部科学省「チーム学校の実現に向けた業務改善推進事業」全校委嘱

全国学調及び県学調の分析活用

⽂部科学省「課題発⾒・解決に向けた主体的・協働的な学びの推進事業」における教科等
の本質な学びを踏まえたＡＬの視点からの学習・指導方法の改善のための実践研究

⽂部科学省「課題発⾒・解決に向けた主体的・協働的な学びの推進事業」における教科等
の本質な学びを踏まえたＡＬの視点からの学習・指導方法の改善のための実践研究

⽂部科学省「外部専⾨機関と連携した英語指導⼒向上事業」

⼦ども⼤学･市⺠⼤学の充実

英語教育の接続と充実

アクティブ・ラーニングの推進

⼾⽥市版ＡＬルーブリックの作成

Intel® Teach 異動者教員研修

キャリア教育の充実

経済教育の導入

理数教育の充実

Ver.3

国立スポーツ科学センター

グローバル
言語研究所
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⼾⽥市ＰＥＥＲプログラムの開発
グローバル化や情報化が進む変化が激しい社会で⽣き抜いていく⼒をとだっ⼦に⾝に付けさせるため、単なる
知識の詰め込みではなく、産官学⺠との連携により、問題解決能⼒や思考⼒、コミュニケーション能⼒などの
「２１世紀型スキル」「汎用的スキル」「非認知スキル」と呼ばれる能⼒を⼩中⼀貫した教育プログラムによって
育成します
PEERとは、「仲間」や「⾒つめる」ことを意味し、⼩・中学校がそれぞれに教育活動を⾏うのではなく、⼩・中学校9年間の学び
と育ちの連続性を重視する観点から、お互いを「仲間」として「⾒つめ合う」ことが肝要との思いを込めています。

平成32年から全国の学校にも導⼊されるプログラミング教育に
ベネッセ、インテル、Google、Microsoft等の企業と連携し、
他の⾃治体に先駆けて取り組んでいます。低学年でも体感的に
学べるロボットの活⽤から、⾼学年では本格的なコード⼊⼒に
よるプログラミングを通じて、「プログラミング的思考」と
呼ばれる論理的に考える⼒を育てていきます。

経済教育とは、難解な経済学や経営学とは異なり、
「社会の仕組み」や「経済の働き」について、身近な題材を通して
体験的に学び、よりよい生き方について考えるものです。
日本で唯一の正規ライセンシーである一般社団法人CEEジャパン
と連携し、経済教育の本場アメリカから大学教授を招くなど、
児童生徒に「考える習慣」を身に付けさせ、「質の高い選択が
できる⼒」を育んでいきます。

⼾⽥市では、国の認可を受けて⼩学校１年⽣からの英語教育
に取り組んでいます。全小・中学校に外国語指導助手（ALT）
が常駐していることから、⽇常的な異⽂化コミュニケーション
の機会にも恵まれています。
また、⻘⼭学院⼤学と連携し、教員の英語指導⼒向上にも努
めています。さらに、「⼩中９年間の英語学習の総まとめ」と
して英検（受検費用は全額助成）の資格取得を目指しており、
国が⽬標とする３級以上相当の英語⼒を有すると思われる⽣徒
の割合５０％を達成（全国平均３６.６％）しています。

⼾⽥市では、「ロボットは東⼤に⼊れるか︖」で有名な、
東ロボくんプロジェクトリーダーである国⽴情報学研究所の
新井紀子教授と連携し、リーディング・スキルと呼ばれる
基礎的な読む⼒について調査・研究を進めています。
今後、研究の成果を活用し、リーディング・スキルを効果的
に向上させる指導法の研究を進め、とだっ⼦の読解⼒を⾼めて
いきます。 7



埼玉モデル : 埼⽟県発の⾰新的能⼒調査について
〜先⽣の教え⽅と学⼒／⾃⼰肯定感などの関係を分析できる世界初の能⼒調査〜

＜調査の特徴（革新的な点）＞
学⼒と⾃⼰肯定感などが伸びる原因を⾒つけることが可能

①経年変化を把握できるデータ
⼩学校４年⽣から中学校３年⽣まで毎年度調査を⾏うことで、同じ学⽣のインプット（先⽣の教え⽅や
学校環境）とアウトプット（学⼒など）について、連続した経年変化のデータを収集することが可能
②ＰＩＳＡ調査で採用される最新の調査手法（ＩＲＴ）
ＰＩＳＡ調査と同じ⼿法を⽤いて、異なる調査問題のスコアを連続的に⽐較することが可能

＜参考情報＞
・埼⽟県では毎年３０万⼈（⼩学校４年⽣から中学校３年⽣）のデータを取得
・調査費用は、国語・算数（数学）で１人当たり約 円、

国語・数学・英語（中２、３）で１人当たり約 円

２ 調査結果からの主な研究成果

１ 世界で唯⼀、経年で正確に能⼒変化を評価できる能⼒調査

主体的・対話的で深い学びが、
⼦供たちの学習⽅法・態度の改善や、⾃⼰肯定感などの向上を通じて学⼒を向上させている

①主体的・対話的で深い学びと子供たちの計画的な学習の実施や
継続的な努力姿勢は正の相関関係

②子供たちの計画的な学習の実施や継続的な努力姿勢と学力は
正の相関関係

③主体的・対話的で深い学びと自己肯定感や勤勉性は強い正の相関関係
④自己肯定感や勤勉性と学力は正の相関関係

学力
（認知能力）

自己肯定感や勤勉性
（非認知能力）

主体的・対話的で深い学び
（秋田県などで推進している授業形態）

学習方法・態度
（特に計画的な学習の実施や

継続的な努力姿勢）

従来型の教員が一方的に説明し教え込むような授業形
態

① ②

③ ④

ＯＥＣＤも注⽬︕
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学習⽅略と

教員の指導の

相関関係の分析

教職員

質問紙

調査

県学⼒・

学習状況

調査

楽しく、わかり、のばす授業の充実のために

成果と課題
の把握

授業改善
補充学習

新たな教育計画の策定及び実施

⼀⼈⼀⼈の学⼒
の伸びを把握

どのような「指導方法が」
成果を上げたのか

エビデンスに基づく教育施策の推進
埼⽟県学⼒・学習状況調査（IRT）等と教員質問紙調査等の
分析結果の活用（慶應大学との連携）
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教員の指導について

0.0

2.0

4.0

6.0

学習ルールの徹底 問題解決的な学び 主体的な学び 言語活動 調べ学習 教材研究 ICT活用 基礎的な学習

学習⽅略と教員の指導の相関関係
ルール 問題解決 主体的 言語活動 調べ学習 教材研究 ICT活用 基礎的

学習⽅略 ー △ ー ー ー ー ー ー
柔軟的⽅略 ー ー ー △ ー ー ー ー
プランニング⽅略 ー △ ー ー ー ー ー ー
作業⽅略 ー △ ー ▼ ー ー ー ー
⼈的リソース⽅略 ー ー ー ー ー ー ー ー
認知⽅略 ー ー ー ー ー ー ー ー
努⼒⽅略 ー △ ー ー ー ー ー ー

（注）推計式では⽣徒の学年と性別を制御している。図中の△は正で統計的に有意、▼は負で統計的に有意、－は統計的には有意ではない関係を⽰す。

（注）学習⽅略の使⽤尺度 ・柔軟的⽅略 = 学習の進め⽅を⾃分の状態に合わせて柔軟に変更していく⽅略
・プランニング⽅略 ＝ 計画的に学習に取り組もうとする⽅略
・作業⽅略 ＝ （ノートに書いたり、声に出したり）作業を中⼼として学習を進める⽅略
・⼈的リソース⽅略 ＝ 友⼈を利⽤して学習を進める⽅略
・認知的⽅略 ＝ 理解や精緻化、集中⼒と⾔った認知的な働きを重視して学習を進める⽅略
・努⼒調整⽅略 ＝ 「苦⼿」などの感情をコントロールして学習への動機を⾼める⽅略

（注）学習⽅略は、「⼼理測定尺度集IV」の「学習⽅略の使⽤尺度」（佐藤・新井（1998）による）を元にした質問票の項目から算出
学習⽅略︓「情報を符号化し、課題遂⾏を助ける体系的なプラン」＝「学習のやり⽅」

エビデンスベースによる教育施策の推進〜調査分析結果〜
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学校教育現場の傾向

学校教育現場の傾向
〇年功序列、経験重視主義に陥りやすい典型的な職場
〇エビデンスがなくても経験や勘でも妙に納得
〇前例踏襲に陥りやすい職場
〇ベテランの優れた指導の｢実践知｣や｢暗黙知｣が可視化されていない
〇学校や教委のICT化は、周回遅れのトップランナーであることに気付い
ていない
〇今こそ不易の教育が⼤切。教育の素⼈に⼝出しされたくない

学校に以下のような現状がある中で、新学習指導要領の趣旨や
変化する社会の動きを、教室へ入れるためにどうしたらよいか

13



⼾⽥市が多くの産官学と連携できているわけは

（１）真の協働者に
〇教委や学校が、受益者に陥らず、⾃律的な教育意志をもつ
（２）EBPMによる効果検証ができる基盤づくり
○埼⽟県学⼒学習状況調査（IRT、Panel Data）による「学⼒の伸
び」の把握
○⼾⽥市独⾃の教職員を対象にした「指導⽅法等に関する質問紙
調査」等のタグ付け
→どのような教員の指導方法が成果を上げたのか
どのような資質能⼒を備えた教員が成果を上げたのか

（３）学校や教室を実証の場（Class Lab）として提供し、成果
を還元

（４）積極的な情報発信
○情報は発信するところに集まる

教育委員会、各学校、教育⻑のfacebook
○企業が企業を呼ぶ ⼾⽥とタッグを組みたい

14



⼾⽥市⼦どもの居場所づくりプロジェクト
課題︕

・⽇本の⼦どもの貧困率は、OECD加盟国中最悪の水準であり、６人に１人が貧困である。
・貧困を背景とした親から⼦への貧困の世代間連鎖を⽌めるため、社会的相続（「⾃⽴する⼒」の伝達）を
補完することが必要。
・低年齢期の⽀援が⻑期にわたって⼤きな効果をもたらすことが先⾏研究で実証。

子どもの貧困対策に５０億円を拠出

家でも学校でもない第３の居場所として
全国に１００拠点設置

研究者による効果検証

◎NPO法人 Learning for All が運営
◎読み聞かせ・宿題指導・個別学習
指導・体験活動などのプログラム

◎夕食も提供し、基本的な生活習慣
を形成

安心・安全な空間と信頼できる大人との触れ合い
を通して、１日の生活リズムや子どもの学びが
育まれる環境をつくることを目指す。

①開設・運営への協⼒
◎生活保護・就学援助・ひとり親家庭など支援を
要する家庭の情報を一元化
◎拠点の運営主体（Learningfor All)と相互連携
し、
支援を要する家庭への積極的なアプ ローチを実施
◎⽀援を要する⼦どもへの適切なケアの実施

②効果検証への協⼒（⼩１〜中３の全校全学級）
◎学⼒調査（ＩＲＴの活⽤）
◎⾮認知能⼒調査 ※慶應大学との連携
◎⾝体測定（⾝⻑・体重）

子 ど も
⻘少年部

福祉部

教育委員会



エビデンスに基づく支援の検証

⼩学校１年⽣〜３年⽣ ⼩学校４年⽣〜中学校３年⽣

効果的な学習支援・生活習慣定着支援効果的な学習支援・生活習慣定着支援

エビデンスに基づく成果と課題の把握

小学校1年⽣から中学校３年⽣までの経年変化を把握する
学⼒調査と児童⽣徒質問紙調査を実施

小学校1年⽣から中学校３年⽣までの経年変化を把握する
学⼒調査と児童⽣徒質問紙調査を実施

切れ目ない
検証

⼾⽥市学⼒テスト
・学⼒調査
・総合質問紙調査

埼⽟県学⼒学習状況
調査

支援改善策どのような「支援方法が」
成果を上げるのか

⼀⼈⼀⼈の学⼒
の伸びを把握

16



教育や教室を科学する

＜マインドセット＞
〇教員の指導⼒にかなりの差が。⼦供や親は教員を選べない。
どの学校どの学級でも授業の質は担保されている必要がある

＜近い将来＞
〇教員の個人プレーに頼っている今の教育から脱する
〇優秀な教員の匠の指導技術も科学し、若⼿に効率的に伝承
〇指導⼒のある教員とそうでない教員の指導は、何がどう違うのか、
その差異データを視覚化して、ピンポイントでの指導改善を目指す
教員研修に活用するなどして、質の⾼い授業を効率的に⽬指すため
のシステムづくり
〇多様な学習ログを、教える側のみならず学ぶ側の個々⼈でも管理で
きるようになり、より新しいスタイルの学びを生み出せるのでは

17



〇ロボットやＡＩの積極的な導入
〇子供の「理解度」授業の「成功度」教員の「授業⼒」等の数値化
〇学校の「健康状態」や「信頼度」の数値化
〇学習者のセンシングと、多様な学習ログのトラッキング
〇ストレッチゴールのデータ化
〇短時間で楽しく効率的な学習を進める授業改善
〇アダプティブラーニングの推進（個に応じたカリキュラム設定）
〇BYODの効果的活用の推進
〇エビデンスベースでのカリキュラム・マネジメント
〇ワンソース・ワンマスタ型の教育委員会データベースの構築

教育や教室を科学する

18



オープンデータの教育への活用

１ オープンデータの意義と目的
○透明性・信頼性の向上（Openな⾏政）
公共データが⼆次利⽤可能な形で提供

○国⺠参加・官⺠協働の推進（⾏政のShare）
広範な公共データの活⽤が進展し⾏政サービスの向上
官⺠の情報共有が図られ公共・⺠間サービスの創出

○経済の活性化・⾏政の効率化（⽣産性向上とプロフィット）
新たな教育やビジネスの創出と経済の活性化
業務の効率化、⾼度化

19



オープンデータの教育への活用

２ 教育へ期待されること
（１）EBPMの推進
自治体間での比較分析、分析結果のデータベース化と共有、
ピンポイントでの教育⾏政改⾰や研修

（２）21世紀型スキルや汎用的スキルの育成
（３）授業への活用
総合的な学習の時間、算数・数学科、社会科、プログラミング教育
情報教育、遠隔授業、VAL（VirtualAugmentedLaboratory）など

（４）学びたいときにいつでもどこでも学べる環境づくり
（５）思考ツールの活用
考えるためのヒントや、考えることが難しい⼦供への適切な⼿⽴て

３ これから取り組むべきこと
（１）⾏政（教育）課題の洗い出し
（２）データの標準化や分析技術の向上、プラットフォームの構築
（３）使ってもらえること（Open）で、⾏政の活性化や効率化がKPI
（４）利⽤者⽬線や地域に対するヒアリング能⼒の育成

20
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子どもの貧困に関する実態調査（案）の概要 埼玉県福祉部少子政策課

調査目的
大学機関と連携し、埼玉県内の子どもの生活実態等を調査し、貧困に至る背景要因
等を分析するとともに、埼玉県学力・学習状況調査と連携し、貧困と非認知能力との
関係について分析し、「埼玉県子育て応援行動計画」の見直しに反映する。

調査対象

（１）県内東西南北４地域に在住する以下に掲げる者に対してアンケート
・０歳児の保護者

・保育園・幼稚園・認定こども園の年長児の保護者

・公立小学校第２学年児童とその保護者

・公立小学校第５学年児童とその保護者

・公立中学校第２学年児童とその保護者

（２）学校関係者や貧困世帯支援団体に対してアンケート・ヒアリング

調査時期 平成３０年６月～８月

調査方法
・ ０歳児保護者は、健診時や家庭訪問時にアンケート票を配布。郵送で返却

・ 保育園等年長児保護者は、保育園等経由でアンケート票を配布し、回収

・ 小・中学対象児とその保護者は、学校経由でアンケート票を配布し、回収

調査の視点

（１）現在の経済・生活状況や健康・意欲に大きく影響している背景要因は何か

※背景要因例：家庭環境や親の学歴、就労状況、住まい、行政サービスの認知度

（２）世帯の収入や地域性に応じて、何が奪われているか（はく奪指標）

※はく奪指標例：新しい服が買えない、習い事に通えない、医療機関に受診できない

（３）貧困と非認知能力との関係 （非認知能力や学習環境等に関する質問）

約32,000世帯を
対象

1

資料 ４



埼玉県内における子どもの貧困実態調査の実施状況(H28・29年度)

2



保護者 就学前 小２ 小５ 中２

経済的
困窮

生活・
社会性

意識
意欲

意識
意欲

健康
意識
意欲

健康
意識
意欲

健康
意識
意欲

健康

背
景
要
因
（
例
）

本人

・年齢
・性別
・健康状況

家庭・家族

・婚姻状況
・育った環境

就労・家計

・現在の職業
・資格の有無
・債務の有無

学歴

住まい

行政サービス

・認知度
・提供体制

どの背景要因が大きく
影響しているか？

・現在の状況（経済・生活状況、社会性）
・現在置かれている環境に対する考え
・将来に対する不安、意欲、自己肯定力

アンケート項目の整理 （背景要因×困窮分類）
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埼玉県学力・学習状況調査の活用可能性について

2018年2月15日

株式会社野村総合研究所
コンサルティング事業本部
パートナー 近野 泰
グループマネージャー 日戸 浩之

〒100-0004

東京都千代田区大手町1-9-2

大手町フィナンシャルシティ グランキューブ

第2回コンソーシアム資料

651707
テキスト ボックス
資料　５
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1 アダプティブ・ラーニングの可能性

2 学校に留まらない企業における展開の可能性

3 教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）

4 まとめ
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MOOCやLMS（Learning Management System）といった教育の新しいサービスが現在、米
国を中心に普及が進んでいる

Ed-Techの動向

カテゴリー 概要 プレーヤー例

MOOC •無料（or低額）で利用可能な大規模公開オンライン講座 •Coursera, edX, KhanAcademy, Skillshare, Udacity

LMS（Learning 

Management System)

• eラーニングに必要な教材の配信、成績など
統合して管理するシステム

•Blackboard Learn, Moodle, Canvas, Google Classroom,  
SAKAI, Edmodo

Adaptive Learning
• LMSの中でも特に、個人に最適化された学習内容を自
動提供するシステム

• Knewton、Pearson、,McGrow-Hill

Computer Science •プログラミング教育関連のコンテンツ提供 •Code.Org、Scratch、Computer Science Unplugged、Tynker

Gamification •学習効果を向上を狙うゲーム形式の学習コンテンツ •Badgeville, Elevate

VR/AR • VR/ARにより没入型な環境で学習効果を増進する技術
• VR: Google “Expedition, Oculus Rift
• AR: Aurasma

Robot
•ロボットを用い、障害のある児童生徒の学習支援やより
楽しい学習を実現する技術

•Nao, VGo Communications

Ed-Techにおける主要カテゴリー

立上期 導入期 普及期

MOOC

LMS（AL）
Computer Science

VR/AR

Robot

Gamification

普及段階のイメージ

出所）各種資料よりNRI作成
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アダプティブ・ラーニング

個々人に最適化された学習手法 “アダプティブ・ラーニング”は、
近年米国を中心に注目され、多額の投資が充てられている

アダプティブ・ラーニング（Adaptive Learning）とは、個々人に最適化された学習内容を、ビッグ

データ解析などを基に提供する取り組みを指し、近年、米国を中心に多額の資金がスタートアッ
プへの投資や大学研究費に充てられている

代表的なアダプティブ・ラーニング系のソフトウェアベンダーの1社である米国のKnewtonは、
GMATやSATなどの試験対策教材について、学習者の理解度に合わせた問題をオンラインで
提供している

Knewtonは、自社サービスの特徴を「Continuous Adaptivity（継続的な最適化）」と表しており、
「一人ひとりの学力・理解度」と「学ぶべき対象」をそれぞれマッピングし、継続的にクロスさせることで、
個々人に最適な「Learning Path」を実現できるとしている

学習者一人ひとり、問題一問一問、という細かい単位での得意・苦手（理解・非理解）を把握し、
最適な問題を最適なタイミングで提供することを目指している

 2011年1月にアリゾナ州立大学はKnewton Math Readinessというコースを数学補習事業に導入した
ところ、コース合格率が64％から75％に上昇し、逆に離脱率は16％から7％に減少したという成果がみ
られた

出所）http://wired.jp/2013/04/27/adaptive-learning/

＊GMAT：大学院レベルにおいて、ビジネスを学ぶために必要な分析的思考力、言語能力、数学的能力を測るための試験

＊SAT：大学入学時にそのスコアが考慮される共通学力試験
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ｅポートフォリオの考え方

 ｅポートフォリオとは

 レポートや授業のメモ、プリント、教師や同僚のコメント、サークルや課外活動など、学生の「学び」に関わるあらゆる記
録をデジタル化して残すシステム。

 学習や活動の記録を「見える化」することで、学生が自分自身を振り返って客観的に見つめ直すことがしやすくなる。

 教師にとっては、学生の学習過程を見ることができるため、テストでは測れない学生の能力や成長を評価できるメリット
がある。 （朝日新聞朝刊、2015年5月9日号より）

アダプティブ・ラーニングを推進するためには、個々人の学習に関する情報を収集、蓄積し
ていくこと、さらにその情報を分析した上で個々人に提示することが求められる

学習者

ｅポートフォリオシステム

eポートフォリオ①情報を集める ②蓄積する

④見せる ③分析する

ｅポートフォリオシステムを活用した学習のラーニングアナリティクスのプロセスモデル

出所）森本康彦「ｅポートフォリオとしての教育ビッグデータとラーニングアナリティクス」
（コンピュータ＆エデュケーション VOL.38、2015年）より作成
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ｅポートフォリオで扱う情報

ｅポートフォリオでは、システムが自律的に取得可能な「学習履歴」と学習者自らの入力を
伴う意図的な活動によって収集する「学習記録」が扱われる

eポートフォリオで扱う情報の内容

分類 説明 項目 主な内容 種類

学習履歴 行動のログ
学習ログ 学習行動の履歴

顕在的データ

操作ログ ICT機器の操作履歴

学習活動の記録

テスト・アンケート
テスト
アンケート
発問

学習記録

学習成果物

作品
レポート
作業物
収集物

授業風景
観察の記録
学習過程の記録

思考プロセス
メモ

潜在的データ

ワークシート
会話・対話

評価活動の記録

自己評価 自己評価の記録
相互評価 相互評価の記録
教員評価 教員評価の記録
他者評価 他者評価の記録

出所）森本康彦「ｅポートフォリオとしての教育ビッグデータとラーニングアナリティクス」
（コンピュータ＆エデュケーション VOL.38、2015年）より作成
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学習者の学習プロセスからみた求められるサービス

学習者の学習プロセスに応じて、個別に最適な教育サービスが提供できるかを検討するこ
とが今後、求められてくる

修了後の
活動

教
職
員
支
援

生
徒
・学
生
支
援

講義の選
択教材の
申込教材
の配送処
理、決済

講義等の受
講（教室、
ネット、衛星
など）
進捗管理

試験の申込
試験への回
答
試験結果の
管理

卒業・単位の
認定、資格認
定の結果の
管理

進路の決定
就職活動

学習者の学習プロセス

教育プラットフォームの提供

個別の教育サービス

広報誌利用
ポータルサ
イト（イン
ターネット、
携帯電話）

選抜試験の
申込
各種入学試
験への参加

広告、パブ
リシティ
奨学金、教
育ローンの
提供

試験問題の
作成
採点処理
学生証の作
成・配布

カリキュラ
ム作成
教材の作
成、印刷
教材管理

講師確保
講義提供
補習・ｱﾄﾞﾊﾞ
ｲｽ、指導法
向上

テスト、試験
問題の作成
テストの採
点、成績管
理

卒業・単位、
資格認定
評価フィード
バック
合否判定

キャリアアド
バイス、進
路指導

学習計画
の作成
受講ｶﾘｷｭﾗ
ﾑの決定

学習者の
教育レベル
の評価
受講ｶﾘｷｭﾗ
ﾑの提示

カリキュラ
ム、教材、
コンテン
ツの提供

テスト

評価の
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
（成績認
定）

講義、
演習・実
習

（指導）

学習者
の応募、
選抜

関心、
資金準備

教材開発力 人材、指導ﾉｳﾊｳ テスト開発力 DBとﾉｳﾊｳ

学習者
診断

診断ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

出所）日戸浩之「多様な教育サービスを可能にする『教育プラットフォーム』
（NRI「ITソリューションフロンティア」、2008年2月号）より作成
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1 アダプティブ・ラーニングの可能性

2 学校に留まらない企業における展開の可能性

3 教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）

4 まとめ



製造業が直面している課題：市場は分散・拡大、顧客も多様化

グローバル市場拡大の本質は分散と多様化

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018

36%
46%

50%

世界のGDPシェア推移予測

（兆ドル）61

98

中国

他アジア

中南米

中東アフリカ
中東欧

インド
日本

北米

EU

新興国

先進国

今後5年間の自動車市場の成長幅

（100万台）

53% 47%

-1.0

4.0

9.0

14.0

19.0

24.0

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

新興国先進国

北米
日本

EU

中国

他アジア
インド

中東欧

中南米

中東アフリカ

新興国

先進国
0.0

今後5年の
成長幅

81%

19%

出所） World Bank, IHS GlobalデータよりNRI作成出所） IMFデータよりNRI作成

8

（年） （100万台）
現状の日系自動車メーカの地域別販売台数

74

新興国シェア

世界総GDP

学校に留まらない企業における展開の可能性



グローバル製造業が直面する課題：ジレンマ克服の手段が提案されてきている

「分散・多様化≒非効率」の克服：米IT台頭、独Industry4.0始動
独・日の川上/川中の技術と、中は川下でシステム化する仕組

先進国
技術“覇権”
の時代

大市場の牽引力
(川下)先取り
モデルを始動

現地適合
ダウングレード
の時代

(川上/川中)
第4次産業革命

が始動
仲間作りに注目

米欧日の
製造者

欧米の
先進企業

独米の
産業政策

分散・多様化
仲間作り
の時代

新興国
巨大市場の開口

2007年～

規模の不経済
が顕在化
2010年～

製造業
デジタル革命
2013年～

「技術<<社会・実装」の革新・協働時代へ

IT革命⇒製造業革命へ
中国・新常態：量⇒質へ

技術<<事業
の先取り競争
2016年～

9



製造業が直面している課題：「規模の不経済」への対応

「分散・多様化」に対応するために、現地経営資源を大幅に投
入。新興国市場攻略のため、経営の複雑性とコストが増大

ドイツ自動車メーカの
R&D費用と人員数推移

約60%

日系自動車メーカの
R&D人員の内外比率

日本

海外

10
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グローバルR&D人員数（人）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

（百万ユーロ）

R&D費用

出所） IR資料などよりNRI作成 出所） 各種資料よりNRI作成

約40%
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「もの作り」の競争力：３つの要素

３要素、①材料、②装置、③工程（設計、検査・保守）の複合と融合、経験値とノウハウ
各要素が磨かれなければ、単なる“かき集め・組合せ”だけではアップグレードできない

有機
材料

非鉄
無機

複合
材料

工程
装置

材料

仕様設計・品質最適化の階層

日本の製造業Up-Gradeの源泉は、「３要素個別の経験・ノウハウ蓄積」に加え、

(1)技術集積（赤丸）、(2)擦合せ（赤線）、(3)仕様：性能・機能（青線）の高度化

■材料精製、均質性・粒度制御
の経験値・ノウハウ

■異種材料の組合せ・最適化の
経験値・knowhow

■装置の品質（工作精度／耐久性
／部品の置換性・保守性）

■裾野産業（Supporting-
Industry）としての技術集積／
knowhow蓄積

鉄鋼

工作
機械
治・
工具

Robot
専用機
自動
設備

半導体
液晶
製造
装置

PLC
INV
Motor

鍛造
鋳造
装置

出所）ＮＲＩ分析

■加工／組立／検査の技術・技巧・技
能、及び経験値・knowhow

■工程設計能力（工程内・工程間）、
最適化できる経験値・knowhow

Bio
材料
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材料・装置：“長期”経営と知識と経験の蓄積

生産技術特許で顧客価値を引出すヒートテック、炭素繊維の生産技術
40年間もの“長期”経営方針を堅持し、炭素繊維を収益化

12

■基幹事業：繊維プラスチック・化学
■戦略事業：炭素繊維複合材料
■育成事業：環境エンジニアリング

“40年間、ずっと赤字”、前の5人
の社長も皆、赤字を容認。いよいよ
200億円以上の利益を創出

”自動車業界で炭素繊維強
化プラスチック(CFRP)の最
大の課題は「サイクルタイ
ム」
単純な“素材”特許に留まら

ず、“生産技術”特許を同
業内で最も多く保有

Toray・炭素繊維開発の歴史
出所）東レ・公開資料を基にＮＲＩ作成
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工程： 膨大な経験値とノウハウ、ヒトの創造力を助ける「Human Centric IoT」

良質な「経験とノウハウ」の総量、その活用能力が競争力を決定する。
単なるIoTの情報基盤だけでは不十分。ヒトの創造力の“補強や補佐”が鍵

有効な「(データ)知識量」 データから価値を引き出す「活用力」

データの質
（価値の含有量）

データ総量
（蓄積データ量）

× 分析力
（分析手段・ツール
を使いこなす力）

整理力
（有効活用できる
よう分類・整理・

蓄積する力）

活用力
（ノウハウを現場に

届け、使う力）

×

×

×

×仮説構築力
（分析の土台となる

仮説を作る力）

未知への「探求力」

IoT活用における競争力

AI/機械学習/

統計分析
形式知化

1stライン
スタッフ

個人アンドンナレッジベース構築

生産
設備

状況認識

ヒント
提示

etc…

使いやすい
データ蓄積基盤

集めるデータを
目利き・

優先順位付け

ベテランの
ノウハウ データ

サイエンティスト

分析ラボ ナレッジ管理者工場工場のIoT担当本社/事業部 工場/開発部門

工管表
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イノベーションモデルの潮流：社会実装型イノベーションは、仲間作りとスピードの競争

“技術”開発の延長だけで「革新」を生みにくくなると、外部との協創活動に
よる、迅速な“社会実装”開発へと変質

Marketer
市場の
発見

技術の
翻訳

Translator

Promoter

Open
Innovation

・
Try & Error

・

Eco-Sys.

イノベーション・創出モデルの変遷

知識ストック(技術の引出し)

新たな顧客価値

？

②
ク
ラ
イ
ン
モ
デ
ル

≒
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
モ
デ
ル

t

成長尺度

③
社
会
実
装
型
モ
デ
ル

市
場
で
の
仮
説
修
正
モ
デ
ル

社
会
「実
装
」
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電子部品街「華強北」
数年前までは「山寨」（コピー）スマホ
の基地として知られていたが・・・

メイカースペース
（左下写真の高層ビル内）
昼休みで、人気が少ない

中国のイノベーションモデル：技術は未完成でも、社会実装を急ぐ

「製造基地」から「創新基地」へと変貌を始める中国モデル

（深セン市・Silicon-Valleyモデル：若い力で創新を牽引）
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F/S 研究開発 製品開発 事業開発 イノベーション開発

開発期間

内部活動

外部活動

(協創活動)

2～3年 3～4年

イノベーション・モデルの変化：技術革新から社会実装型イノベーションへ

一定水準の要素技術を調達できる環境が整えば、技術革新より社会実装
型イノベーションの開発に注目が集まってきている

R&D

①技術シーズの確保・獲得

②エコシステムの整備・獲得
(事業成立へ“知恵”を結集)

共同研究（大学/研究機関）

既存事業

技術獲得（Start-up/Venture）：出資・M&A

エコシステム（周辺・IT・サービス、等）

ビジネスインテリジェンス(顧客、市場)獲得

Devil river
有用性の谷

Valley of Death
経済性の谷

The Darwinian-sea
社会受容性の谷

1～2年 1～2年

事業開発 新事業

深セン市などの創新モデル
(Silicon Valley Model)
例：インダストリー・パーク

主導の創新モデル
(Eco-system)



近年の産業界における知識体系の激変

高等教育で習得した知識ですら、今や簡単に短期間で新陳代謝(陳腐化)
企業毎に、知識・教育体系のリニューアル対応を迫られている

・規制：排ガス・燃費
・動力：内燃 → モータ
・技術：機械 → 電機・IT(繋がる/自動運転)

17

技術アライアンス・M&Aが発生している着眼点

・技術：化石燃料・原子力 → 再エネ・新エネ
・電源：大規模 → 分散
・送電：系統 → IT/ネットワーク

・技術：合成化学 → バイオ医薬
・特許：開発力(基礎研究) → 調達力(資本力)
・規制：ローカル → グローバル

自動車業界

エネルギー業界

医薬品業界
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激変する事業環境変化への対応

新たな領域開拓、新しい事業開発を促進できる人材要件（ドラッカー）

 アイデアを判断しようとするトップは、アイデアが未熟な事業開発を全て拒否す
る（アイデアキラー）

 この結果、事業開発の芽が摘まれる

 生煮えのアイデアを体系的な行動に転換することを自らの仕事と考える

 プロモータ型のトップのみが事業開発を可能とする

 具体的には、以下のようなことを行うトップを理想としている

①現場にあるアイデアに耳を傾ける

②現場を元気づける

③想像を理解し、直観を社員が共有できるビジョンにかえる

④現場の意欲・アイデアを奨励する

⑤アイデアを実際的、現実的、効果的なものにする方策を問い続ける
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ＩＧ
（Ｉｄｅａ Ｇｅｎｅｒａｔｏｒ）

組織創造力を高める“コミュニケーション・フレーム”
アイディアを生み出す人も潰す人もいる中、プロモータの存在が重要

1.闊達なコミュニケーションの場：「ＩＧＫＰモデル」
・議論を上手く進めるプロセスには３つの役割が作用している
・ＩＧ（Idea-Generator）：アイディアの発案、創出者
・ＩＫ（Idea-Killer）：現実的な観点から提案されるアイディアを批判する立場
・ＩＰ(Idea-Promoter）：ＩＧとＩＫ、あるいはＩＧ同士の遣り取りを巧みにプロモートする

2.議論の幅は、相手に対する「安心感」と「受容性」を醸成する
・ＩＫの立場は、現実解からチェックする思考回路。議論の中ではスケープゴートの存在も重要

ＩＫ
（Ｉｄｅａ Ｋｉｌｌｅｒ） ＩＰ

（Ｉｄｅａ Ｐｒｏｍｏｔｅｒ）

出所）NRI「創造の戦略」を元に作成

コミュニケーションのＩＧＫＰモデル

5・Whyの自問自答

５Why：なぜ、の繰り返し(トヨタの方法)
①それは、どうしてか？
②それは、本当か？
③他の見方はないか？
④その理解は、他人にも説明できるか？
⑤それは再現・実現が可能か？
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教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）：事業環境激変の時代のコミュニケーション力Web・
新聞・雑誌・他人からの聞きかじりなど、情報に溢れる現代
転んで、擦りむいて、赤チンを塗って初めて、主観知が磨かれる

 第１階層：言われた事をやる

 だって、こう言ったじゃないですか・・・

 第２階層：創意工夫を提案する

 小粒な“王様のｱｲﾃﾞｨｱ”集、まあ、そうかな・・・

 第３階層：要求事項を履行する（Outputに止まる）

 契約事項を果たした。お疲れ様でした・・・

 第４階層：心を揺さぶる。感動、驚き、感謝の醸成

 誰を、如何に巻込み、何を以って心情を変化させるか、を導出

▪ リアリティーある、真実味のある「主観知」をぶつけられるか

▪腹の底から語れる迫真のメッセージ（鋭い示唆、深い洞察、長期の展望）

▪目の覚める驚き、解を演出できるか

▪時には到達点の再設定も有効（相手は常に正しい課題認識をしていない）

 第５階層：状態変化（Outcome）を実現する。その動機付けも重要

 誰を、どんな状態に変えるか、その為の動機付け、を導出

情
熱
・
志
・
信
念

他人を動かす

論
理
・
理
屈
・
情
報
量

客観知⇒主観知への転換

Output

Outcome

「コミュニケーションの品質５階層」



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 21

1 アダプティブ・ラーニングの可能性

2 学校に留まらない企業における展開の可能性

3 教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）

4 まとめ
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教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）：教育の情報化ビジョン（骨子）の概要

子ども達に求められる力、「生きる力」と「情報活用能力」。これらを育むため、
個に応じた教育と協働して新たな価値を生み出す教育が求められる

22

21世紀の社会像

求められる能力

知識基盤社会
社会構造の
グローバル化

幅広い知識と柔軟な思考力に基づ
く新しい知や価値を創造する能力

異なる文化・文明との共存や国際
協力を可能とする能力

子どもたち一人一人の能力や特性に応じた学び

子どもたち同士が教え合い学び合う協働的な学び

我が国競争力や
子ども達の学力低下

への懸念

生きる力
変化の激しいこれからの社会を生きる力：「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」子どもたちに

求められる力 情報活用能力
必要な情報を主体的な収集・判断・処理・編集・創造・表現・発信・伝達できる能力等。「生きる力」に資する。

21世紀に
ふさわしい学び
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教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）

21世紀にふさわしい「学び」とは何かが議論されてきている

子どもたち一人一人の能力や特性に
応じた学び

子どもたち同士が教え合い学び合う
協働的な学び

ＯＥＣＤが定義する主要能力（コンピテンシー）
－知識基盤社会の時代を担う子どもたちに必要な能力ー

21世紀にふさわしい学び
（「教育の情報化ビジョン」（骨子）より）

１Ａ：言語、記号、文章を相互に活用する
（ＰＩＳＡ 読解力、数学的リテラシー）

１Ｂ：知識や情報を相互に活用する
（ＰＩＳＡ 科学的リテラシー）

１Ｃ：技術を相互に活用する
（ＩＣＴリテラシー）１．ツールの総合

的な活用能力

※OECDの2006年のPISA調査では、読解力、数学的リテラシー、
科学的リテラシーの３分野について調査している。

２．異質な集団で
の関係構築能力

３．主体的、自律
的な行動能力

熟考力・思慮深さ・
反省性

（reflectivity）
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2006年にOECDが実施した 生徒の学習到達度調査(PISA)で、フィンランドは数学部門・読解部門で２位、
科学的リテラシー部門で１位となっており、フィンランドの教育法が注目を浴びている。

フィンランドの教育においては発想力・論理力・表現力の向上を基礎としており、インプットよりもアウトプット
に重点を置いた指導法となっている。

教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）

フィンランドメソッドの概要が注目されたが、実は企業経営の立場から求め
られる人材、教育の基本的な考え方が合致している

教育手法
類似ツール

名称 内容

発想力

カルタを用いた
訓練法

最初に設定した中心の
テーマから発想を広げ、
連想した言葉を書き加え
ていく

マインドマップ

メモリーツリー

論理力

なぜを繰り返す

意見に理由をつ
ける

意見に対して、なぜを繰
り返すことで意見を発す
る側に理由を考えること
を促す

トヨタのなぜなぜ５回

クリティカルシンキング

表現力

キーワードを用
いた作文

フォーマットに
従った作文

数個の単語を使って、短
い文を書かせる

最初の内は基本的な型
にしたがって作文を書く

―

フィンランドメソッドの特徴

出所) 北川達夫、フィンランドメソッド普及会「日本アクションラーニング協会HP」

発想力を鍛えるフィンランドカルタ 論理力を鍛えるフォーマット

1. (意見)
2. なぜなら(理由１)
3. それに(理由２)
4. また(理由３)

表現力を鍛えるフォーマット(自己紹介)

1. あなたは誰か説明しましょう。
2. あなたはどういう人ですか、説明しましょう。

1. 自分の見た目について
2. 性格について
3. 家族について
4. 好きなもの、嫌いなもの

3. 最後にあなたの夢について説明しましょう。
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教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）：企業における重要な組織・人事課題

次世代リーダー人材、グローバル人材育成は人事部門が抱える重要課題
の常連テーマ

出所）日本生産性本部「人事部門が抱える課題とその取組」に関するアンケート（2011年度）
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多様な人材の活用

女性の活用

従業員の雇用確保

退職給付債務の削減

中高年層の活性化

ワークライフバランス支援

非正規従業員の処遇改善

グループ経営に伴う諸施策

従業員のメンタルヘルス対策

高齢者の活用

統合再編に伴う諸施策

総労働時間の短縮

従業員のモチベーション向上

評価・報酬制度の改訂

従業員の能力開発・キャリア開発支援

組織風土の変革

優秀な人材の確保・定着

グローバル人材の登用・育成

次世代幹部候補の育成

人事部門が抱える組織・人事課題
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教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）：日本企業がグローバル競争に勝つための要件

世界中の多様な優秀人材をマネジメントできる組織能力（Capability）を獲得する必要が
あるとすれば、「多様な人材を束ねられるリーダー育成」はその最優先要件の一つ

①多様な人材を束ね、成果を出せるリーダー

②グローバルで通用するマネジメントスタイル

③基本となる「ものの考え方（価値観）」

④優秀人材を引き付け、モチベートできる魅力的な
インセンティブ（金銭、非金銭）

Homogeneous Teams

（同質性チーム）

Diverse Teams Managed Well

（多様性チーム）

←最も時間がかかる

必要な組織能力が異なる
多様な国籍

多様な専門性

多様な
価値観、慣習



産業界では日本の考え方/価値創出のあり方を、体系的に整理し、教科書
化/プログラム化し、海外に向けて分かり易く発信していく取組みが欠落

 1984年、米国科学／工学アカデミーからの働きかけにより、日本学術振興会の中に第
149委員会（「先端技術と国際環境」）が設置され、産学のハイレベルの日米対話が開
催された

 米国側の狙いは、日本企業のオペレーション領域での競争優位性を理解することにあり、
15年にわたる対話を通じ、その現場調整力の仕組みをモデル化、IT活用によりスケーラブル
な仕組みにまで昇華

『米国側は多くを学んだが、日本側は自己変革するのに失敗
したのではないか。』

・日本が追求した自動化の技術は、米国企業がIT技術をうまく利用したことに
より、問題解決に重要ではなくなった。
・米国企業は、「かんばんシステム」などの日本の慣行を採用し、それにIT技術
を付加したのである。
・この意味において、米国は学び、日本は自己変革に失敗したのである。

米国側議長 ハロルド・ブラウン博士による総括（2000年）

出所：児玉文雄 編 『技術潮流の変化を読む』（2008年） をもとにＮＲＩ作成

教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）：日本の弱点・欠落点



日本の優れた技・習慣・行動原理があっても、体系化・教育化・資格化など
を提供出来なければ、世界に、未来に、成功体験すら残せない

JIT（Just-In-Time：かんばん方式）

自働化（あんどん）

表準化（カイゼン）

TPS（トヨタ生産方式）

 最終需要の変動に最上流工程までが
俊敏に反応する仕組み。

 品質不良や作り過ぎを可視化して
後工程に流出させない仕組み。

 業務プロセスを可視化して、
継続的に向上させる仕組み。

出所：トヨタHP

自動車産業界の技術とノウハウの一部は、ＡＰＩＣＳ（米国生産在庫管理協会/American 

Production and Inventory Control Society）により、国際的に教育されている
（JIT／KAIZEN／KANBAN／ANDON／7S）

教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）：日本の弱点・欠落点
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1 アダプティブ・ラーニングの可能性

2 学校に留まらない企業における展開の可能性

3 教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）

4 まとめ
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埼玉県学力・学習状況調査のデータ活用やその取組みは、学校のあり方、教師のあり方を変え、産業界や
社会人教育の場でも多くの可能性を持っている

アダプティブ・ラーニングの可能性

 子供一人一人をトラックしていくという発想は、学力に留まらず、体力・健康などあらゆる育成過程に共通

 インプットの管理だけでなく、アウトプットの管理（処方箋）という新たな視点が提示

学校に留まらない企業における展開の可能性

 義務教育（小・中）に留まらず、高等教育（高・大）、研究人材育成、社会人・生涯教育（研修・語学・資格）等での活用が
期待できる

 知識習得の効率化に留まらず、知識活用、組織創造活動に必須の異化過程（グローバル共創や仲間作り）など、我が
国の国際競争力向上に不可欠な“人作りプロセス”への応用が期待できる

教師像・学校像にもたらされる変革（企業視点）

 近代の学校モデルを乗り越えた新しい学校モデルを日本が提示することは、新たなソフトパワーとして、対海外との関
係でも大きな意味を持つ

 知識教育のみならず、学校・教員でなければ出来ない役割を再定義し、教育の単位を再編していく可能性を示唆

⇒教員（特に公務員）の働き改革の方法論を提示する可能性

まとめ




